フロン類回収業者 変更届
提　出　書　類　一　覧　表

※申請の際は、この「提出書類一覧表」（確認後のもの）を添付して下さい。

（申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　
	提　出　書　類　等
	確　認　欄

	１．　フロン類回収業者変更届出書【様式第４】
・　フロン類回収を行う事業者名で変更届出書を作成
・　複数事業所がある場合、申請書の事業所の名称及び所在地の欄を繰り返し設け、事業所ごとに記載
	

	2． 本人を確認できる書類
※事業者名、住所、代表者、役員又は法定代理人を変更する場合のみ添付
・　申請者が法人の場合は、発行日より3ヶ月以内の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
・　申請者が個人の場合は、発行日より3ヶ月以内の住民票の写し（本籍が記載されているもの（外国人の場合は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）。以下同じ。）
・　申請者が未成年者の場合は、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人の場合は、その法人の登記事項証明書）
	

	3． フロン類回収設備の所有権を有すること（所有権を有しない場合は、使用する権限を有すること）を証する書類
　　※フロン類回収設備を変更する場合のみ添付
・　自ら所有している場合は、購入契約書、納品書、領収書、購入証明書等のうち、いずれかの写し
・　自ら所有権を有していない場合は、借用契約書、共同使用規定書、管理要領書等のうち、いずれかの写し
	

	4． フロン類回収設備の種類及びその設備の能力を説明する書類
　　※フロン類回収設備を変更する場合のみ添付
・　申請書に記載する以下の事項について、それを説明する書類として、取扱説明書、仕様書、カタログ等の写し
○フロン類の回収設備の種類　　　CFC用、HFC用、CFC・HFC兼用
○回収設備の能力　　　　　　　　　　　　200g/min未満、200ｇ/min以上
	

	5． 申請者（法人である場合にあっては、その法人の役員を含む。）が法第５６条第１項各号の欠格要件に該当しないことを誓約した旨の誓約書
	


※事業所の名称及び所在地を変更する場合は、上記の１及び５を提出してください。




